
- 35 - 

調査結果の概要（全事業所）  

 

 平成 24 年 2 月 1 日現在で実施した経済センサス-活動調査のうち、京都府における製造

業（全事業所）の調査結果の概要は、次のとおりとなりました。前回（平成 20 年）と比べ

て、事業所数、従業者数、製造品出荷額等及び付加価値額は減少しました。   

                                                                   
 
                        平成２３年           平成２０年         前回比 
                                                               
 事 業 所 数           １万１５４８事業所    １万３０５７事業所     88.4％ 
                                                               
 従 業 者 数            １４万９５９９人     １７万１３１９人     87.3％ 
                                                             
 製造品出荷額等     ５兆１１６０億円      ５兆７１５２億円     89.5％ 
                                                     
 付 加 価 値 額             １兆８８３３億円      ２兆２４５５億円     83.9％ 

 

 

１ 事業所数                                        

    １万 1548 事業所となり、前回と比べると 11.6％（1509 事業所）減少しています。 

２ 従業者数                                                               

    14 万 9599 人となり、前回と比べると 12.7％（２万 1720 人）減少しています。 

３ 製造品出荷額等                                                         

    ５兆 1160 億円となり、前回と比べると 10.5％（5993 億円）減少しています。 

４ 付加価値額 

    １兆 8833 億円となり、前回と比べると 16.1％（3621 億円）減少しています。 

５ 従業者規模別の前回比・構成比 

  前回と比べると、事業所数及び従業者数は、30～49 人規模以外のすべての区分で減少

しています。 

 製造品出荷額等及び付加価値額は、１～３人規模など４区分で増加、200～299 人規模

など５区分で減少しています。 

 構成比をみると、事業所数は１～３人規模が 53.5％を占めています。また、従業者数、

製造品出荷額等及び付加価値額は、300 人以上規模がそれぞれ 21.9％、47.1％、37.0％

を占めて最も多くなっています。 

６ 地域別の前回比・構成比 

  前回と比べると、事業所数は、乙訓地域以外のすべての地域で減少しています。 

  従業者数及び製造品出荷額等は、すべての地域で減少しています。 

  付加価値額は、乙訓地域など２地域で増加し、山城中部地域など５地域で減少してい

ます。 

  構成比をみると、京都市域が、事業所数、従業者数、製造品出荷額等、付加価値額の

それぞれで 51.3％、47.3％、47.4％、43.5％を占めています。 

７ 業種別の前回比・構成比 

  前回と比べると、事業所数は、石油・石炭など５業種で増加し、業務用機械で増減な

し、皮革など 18 業種で減少しています。 

  従業者数は、ゴム製品など４業種で増加し、電子部品など 20 業種で減少しています。 

   製造品出荷額等は、ゴム製品など８業種で増加し、その他など 16 業種で減少していま

す。 

    付加価値額は、石油・石炭など９業種で増加し、その他など 15 業種で減少しています。 

   構成比をみると、事業所数は、繊維 37.9％、金属製品 6.9％、食料品 6.9％の順、従

業者数は、食料品 12.6％、繊維 11.5％、電気機械 8.4％の順、製造品出荷額等は、飲料

・たばこ・飼料 16.1％、輸送用機械 11.5％、食料品 9.0％の順、付加価値額は、食料品 10.

6％、電子部品 10.6％、輸送用機械 9.2％の順となっています。 



前回比 平成17年 前回比 平成17年 前回比 平成17年 前回比 平成17年

（％） =100 （人） （％） =100 （億円） （％） =100 （億円） （％） =100

昭和63年 28,330 93.8    201.6  249,422 97.6    145.1  57,189 109.3  115.9  23,868 110.8  112.7  

平成2年 26,885 94.9    191.3  252,207 101.1  146.7  64,183 112.2  130.1  25,496 106.8  120.4  

5 24,733 92.0    176.0  242,021 96.0    140.8  64,722 100.8  131.2  25,749 101.0  121.6  

7 22,581 91.3    160.7  226,689 93.7    131.9  61,203 94.6    124.1  25,441 98.8    120.1  

10 20,228 89.6    143.9  210,291 92.8    122.3  59,063 96.5    119.7  24,253 95.3    114.5  

12 18,153 89.7    129.2  195,947 93.2    114.0  59,719 101.1  121.1  24,324 100.3  114.8  

15 15,099 83.2    107.4  174,166 88.9    101.3  46,833 78.4    95.0    20,178 83.0    95.3    

17 14,055 93.1    100.0  171,906 98.7    100.0  49,322 105.3  100.0  21,183 105.0  100.0  

20 13,057 92.9    92.9    171,319 99.7    99.7    57,152 - - 22,455 - - 

23 11,548 88.4    82.2    149,599 87.3    87.0    51,160 89.5    - 18,833 83.9    - 

- 36 -

　   　 区 分

 年 次

工業（製造業）の移り変わり（全事業所）

付 加 価 値 額従 業 者 数 製 造 品 出 荷 額 等事 業 所 数

（注）　平成１９年調査において、調査項目を変更したことにより、製造品出荷額等及び付加価値額は平成１７年以前の数値とは
　　　　接続しません。
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